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 ■市街化区域と市街化調整区域の指定面積（単位：ha）

市街地の動向や土地の自然条件のもとに、土地を

用途別にいくつかの地域に分けて、ある一定の秩序

を持たせることにより、都市活動の機能性を高め、都

市生活を充実させ、景観的にも良好なものとし、利

便性や快適性などが高い都市環境を得ることを目的

としたものが土地利用計画です。

また、都市計画区域外の月ヶ瀬、都祁地区につい

ては、都市的土地利用が発生する等のおそれのあ

る区域において、土地利用の整序又は環境の保全

を図る都市計画の指定による都市の一体性をめざし

ています。

市街化区域と市街化調整区域

無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図

るために、都市計画区域を区分して市街化区域と

市街化調整区域を定めています。

　市街化区域とは、すでに市街地を形成している区

域およびおおむね10年以内に優先的、計画的に

市街化を図るべき区域のことで、用途地域の指定

を行い土地利用を規制することによって、良好な都

市環境の市街地の形成を目的としています。

市街化調整区域とは、当分の間市街化を抑制し

ようとする区域のことです。

都市計画区域 市街化区域 市街化調整区域
決定告示等

備　考
年月日 番　号

21,191 4,306 16,885 S45.12.28 県告示第443号 当初

21,191 4,338 16,853 S53.9.26 県告示第365号 第1回

21,191 4,543 16,648 S60.8.30 県告示第340号 第2回

21,161 4,543 16,618 H1.11.10 建設省国土地理院の公表面積          

21,160 4,543 16,617 H4.9.1 建設省国土地理院の公表面積

21,160 4,680 16,480 H4.12.25 県告示第487号 第3回

21,160 4,801 16,359 H13.5.15 県告示第112号 第4回

21,160 4,839 16,321 H23.5.10 県告示第75号 第5回

21,160 4,857 16,303 H25.3.15 県告示第342号
特定保留区域の

随時編入
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■第一種中高層住居専用地域

1 用途地域

■第二種中高層住居専用地域

■第一種住居地域

■第一種低層住居専用地域

■第二種住居地域

■第二種低層住居専用地域
主に低層住宅の良好な環境を守るための地域で

す。
小中学校などのほか、150㎡以下の一定のお店

などが建てられます。

中高層住宅の良好な環境を守るための地域で
す。

病院、大学、500㎡以下の一定のお店などが建
てられます。

　低層住宅の良好な環境を守るための地域です。
小規模なお店・事務所をかねた住宅や小中学校

などが建てられます。

　主に住居の環境を守るための地域です。
風俗施設、10,000㎡を超える店舗、一定規模以

上の工場等は建てられません。

2 地域地区
地域地区は、土地利用に計画性を与え、主として

建築物を利用目的や形態面から規制・誘導するこ
とにより、土地を合理的に利用し、都市全体の機能
を充実させるために定める地域のことです。

都市の限られた面積・空間の中で、土地の利用
形態は多種多様ありますが、関連性のない用途の

建築物が無秩序に混在すると、騒音、悪臭、日照
妨害などの原因によって良好な生活環境を得るこ

とが難しくなります。用途混在をできるだけ少なく
し、都市機能の充実を図り、良好な環境を保持しよ
うとするために指定したものが用途地域です。

用途地域は土地利用の基本的内容を示すもの

で、健全な市街地を形成するように市街化区域内
に指定することができます。用途地域の指定は都

市計画法によって定められ、その運用は建築基準

法により行われています。

用途地域は、それぞれの地域の建築物の現況、

動態などから適合するものを１２種類の用途地域か

ら指定しますが、現在奈良市では工業専用地域の

指定はしていません。

主に中高層住宅の良好な環境を守るための地
域です。

病院、大学などのほか1,500㎡以下の一定のお
店や事務所などが建てられます。

　住居の環境を守るための地域です。
3,000㎡以下の店舗、事務所、ホテルなどは建て

られます。
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■準住居地域 ■準工業地域

■工業地域
■近隣商業地域

■工業専用地域
■商業地域

 ■用途地域の指定面積(単位：ha)
第１種
低層
住居
専用
地域

第２種
低層
住居
専用
地域

第１種
中高層
住居
専用
地域

第２種
中高層
住居
専用
地域

第１種
住居
地域

第２種
住居
地域

準住居
地域

近隣
商業
地域

商業
地域

準工業
地域

工業
地域

工業
専用
地域

備考

2,306.9
(47.5)

18.7
(0.4)

544.8
(11.2)

49.1
(1.0)

1,147.8
(23.6)

152.1
(3.1)

32.3
(0.7)

85.4
(1.8)

311.1
(6.4)

142.4
(2.9)

66.8
(1.4)

0
（0）

変更
市140

号

上段は面積（ha）、下段（　　）の中は構成（％）　　[   ]の中は都市計画区域に対する割合[％]

告示日
用途地域
指定面積

平成29年
　3月　7日

4857.4
(100)

[22.96]

道路沿道としての地域特性にふさわしい業務の利
便増進を図りつつ、これと調和した住居の環境を守
るための地域です。

風俗施設、10,000㎡ を超える店舗、150㎡ を超え
る自動車修理工場等は建てられません。

　主に軽工業の利便増進を図る地域です。
危険性や環境悪化が大きい工場等は建てられま

せん。

　主として工業の利便増進を図る地域です。
どんな工場でも建てられますが、学校、病院、ホ

テル、10,000㎡を超える店舗等は建てられませ
ん。

主に近隣住民の日用品販売店舗などの業務の利
便増進を図る地域です。

風俗施設、一定規模以上の工場等は建てられま
せん。

　専ら工業の利便増進を図る地域です。
どんな工場でも建てられますが、住宅、学校、病

院、ホテル等は建てられません。
主に商業その他の業務の利便増進を図る地域で

す。
危険性や環境悪化が大きい工場等は建てられま

せん。
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第

一

種

低

層

住

居

専

用

地

域

第

二

種

低

層

住

居

専

用

地

域

第
一
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域

第
二
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域

第

一

種

住

居

地

域

第

二

種

住

居

地

域

準

住

居

地

域

近

隣

商

業

地

域

商

業

地

域

準

工

業

地

域

工

業

地

域

工

業

専

用

地

域

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

× ① ② ③ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ④

× × ② ③ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ④

× × × ③ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ④

× × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ④

店舗等の床面積が、3,000㎡を超え、10,000㎡以下のもの × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ④

× × × × × × × ○ ○ ○ × ×

× × × ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事務所等の床面積が、150㎡を超え、500㎡以下のもの × × × ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事務所等の床面積が、500㎡を超え、1,500㎡以下のもの × × × ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

事務所等の床面積が、1,500㎡を超え、3,000㎡以下のもの × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × × × ▲ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

× × × × ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

× × × × × ▲ ▲ ○ ○ ○ ▲ ▲

× × × × × ▲ ▲ ○ ○ ○ ▲ ×

× × × × × × ▲ ○ ○ ○ × ×

× × × × × × × ○ ○ ○ × ×

× × × × × × × × ○ ▲ × ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

× × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × × × ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × ▲ ▲ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○

① ① ② ② ③ ③ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × × × ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× ▲ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × × × ① ① ① ② ② ○ ○ ○

× × × × × × × ② ② ○ ○ ○

× × × × × × × × × ○ ○ ○

× × × × × × × × × × ○ ○

× × × × ① ① ② ③ ③ ○ ○ ○

量が非常に少ない施設 × × × ① ② ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

量が少ない施設 × × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○

量がやや多い施設 × × × × × × × × × ○ ○ ○

量が多い施設 × × × × × × × × × × ○ ○

注）本表は、建築基準法別表第二の概要であり、すべての制限について掲載したものではありません。

住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿

各用途地域における住居の環境の保護や、商業・工業などの業務の利便の増進を図るために、
建築することができる建築物の用途については、次のとおりの制限が行われます。

備　　　　　考

兼用住宅で、非住宅部分の床面積が、50㎡以下かつ建築物の延べ床面積の2分の1未満のもの 非住宅部分の用途制限あり

店
舗
等

店舗等の床面積が、150㎡以下のもの ①日用品販売店舗、喫茶店、理髪店及
び建具屋等のサービス業用店舗のみ。
２階以下。
②①に加えて、物品販売店舗、飲食
店、損保代理店・銀行の支店・宅地建
物取引業等のサービス業用店舗のみ。
２階以下。
③２階以下。
④物品販売店舗、飲食店を除く。

店舗等の床面積が、150㎡を超え、500㎡以下のもの

店舗等の床面積が、500㎡を超え、1,500㎡以下のもの

店舗等の床面積が、1,500㎡を超え、3,000㎡以下のもの

店舗等の床面積が、10,000㎡を超えるもの

事
務
所
等

事務所等の床面積が、150㎡以下のもの

▲２階以下

事務所等の床面積が、3,000㎡を超えるもの

ホテル、旅館 ▲3,000㎡以下

遊
戯
施
設
・
風
俗
施
設

ボーリング場、スケート場、水泳場、ゴルフ練習場、バッティング練習場等 ▲3,000㎡以下

カラオケボックス等 ▲10,000㎡以下

麻雀屋、パチンコ屋、射的場、馬券・車券発売所等 ▲10,000㎡以下

劇場、映画館、演芸場、観覧場、ナイトクラブ等
▲客席及びナイトクラブ等の用途に
供する部分の床面積200㎡未満

劇場、映画館、演芸場、観覧場、ナイトクラブ、店舗、飲食店、展示場、遊技
場、馬券・車券等発売の用途に供する建築物でその用途に供する部分の床
面積の合計が10,000㎡を超えるもの

(注)劇場、映画館、演芸場又は観
覧場は客席部分の面積に限る。

キャバレー、個室付浴場等 ▲個室付浴場を除く。

公
共
施
設
・
病
院
・
学
校
等

幼稚園、小学校、中学校、高等学校

大学、高等専門学校、専修学校等

図書館等

巡査派出所、一定規模以下の郵便局等

神社、寺院、教会等

病院

公衆浴場、診療所、保育所等

老人ホーム、身体障害者福祉ホーム等

老人福祉センター、児童厚生施設等 ▲600㎡以下

自動車教習所 ▲3,000㎡以下

工
場
・
倉
庫
等

単独車庫(付属車庫を除く) ▲300㎡以下　２階以下

建築物付属自動車車庫
①②③については建築物延べ面積の1/2以下かつ備考欄に記載の制限

①600㎡以下　１階以下
②3,000㎡以下　２階以下
③２階以下※一団地の敷地内について別に制限あり

倉庫業倉庫

畜舎(15㎡を超えるもの) ▲3,000㎡以下

パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋、洋服屋、畳屋、建具屋、自転車屋等の作業
場の面積が50㎡以下

原動機の制限あり
▲２階以下

危険性や環境を悪化させるおそれが非常に少ない工場 原動機・作業内容の制限あり
作業場の床面積
①50㎡以下　　②150㎡以下

危険性や環境を悪化させるおそれが少ない工場

危険性や環境を悪化させるおそれがやや多い工場

用途地域による建築物の用途制限の概要

卸売市場、火葬場、と畜場、汚物処理場、ごみ焼却施設等 都市計画区域内においては都市計画決定が必要

危険性が大きい又は著しく環境を悪化させるおそれがある工場

自動車修理工場

原動機の制限あり
作業場の床面積
①50㎡以下　　　②150㎡以下
③300㎡以下

火薬、石油類、ガスなどの危険物
の貯蔵・処理の量

①1,500㎡以下　２階以下
②3,000㎡以下

用途地域内の建築物の用途制限 
               建てられる用途 

               建てられない用途 

 ①、②、③、④、▲   面積、階数等の制限あり 

× 

○ 
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■高度地区の指定面積（単位：ha）　　

10ｍ
高度
地区

15ｍ
高度
地区

15ｍ
斜線
高度
地区

15ｍ
高度地区
勾配屋根
緩和型

20ｍ
高度
地区

25ｍ
高度
地区

31ｍ
高度
地区

40ｍ
高度
地区

備　考

41.9 1,659.0 177.0 7.2 364.0 205.0 69.9 7.8 市159号

■高度利用地区の指定面積

  奈良市では、市街地開発事業にあわせて指定し、

市街地の計画的な再開発を促進しています。

2 高度地区

高度地区は、用途地域内において、日照、通
風、採光など市街地の環境を維持し、また土地利
用の増進を図るため、建築物の高さの最高限度ま
たは、最低限度を定めることが出来る地区のこと
です。

奈良市では、8 種類の高度地区に分け、第一種

低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域を

除く地域において建築物の高さの最高限度を指定

しています。

告示日
高度地区
指定面積

面積(ha)
内　　容 備　　考

11.3
名　　称

平成25年
　3月15日

2,531.8

3 高度利用地区
高度利用地区は、土地の合理的で健全な高度

利用と都市機能の更新を図るため、建築面積の

最低限度、建ぺい率の最高限度、容積率の最低

限度と最高限度のほか、壁面の位置の制限を定

めることが出来る地区のことです。

JR奈良駅周辺Ａ地区 7.7

容積率         最高限度　60／10

Ｈ20.12. 4
市652号

                   最低限度　20／10（10／10）

建ぺい率 　　最高限度　7／10

(　　)内は鉄道用地及び駅前広場の区域
建築面積     最低限度　200㎡(100㎡）

建物高さ      最高限度　（10ｍ）

JR奈良駅周辺Ｂ地区 2.5

容積率        最高限度　40／10

S63.12. 6
市303号

            　　  最低限度　10／10

建ぺい率     最高限度　8／10

建築面積     最低限度　200㎡

近鉄学園前駅南地区 1.1

容積率        最高限度　55／10

Ｈ4. 1.21
市22号

        　   　   最低限度　20／10

建ぺい率     最高限度　7／10

建築面積     最低限度　200㎡
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■防火・準防火地域の指定面積（単位：ha）

185.6 354.6

■駐車場整備地区の指定面積

4 防火・準防火地域

防火地域及び準防火地域は、市街地における火

災の危険を防除するため定める地域で、一定の建

築物を耐火建築物や準耐火建築物に、あるいは一

部分を防火構造にするなど建築物の構造や材質を

規制しています。

奈良市では、昭和24年（1949年）多くの文化財及

び本市特有の歴史的景観を火災から守るため旧市

内市街地に準防火地域を指定し、昭和43年（1968

年）近鉄奈良駅地下乗り入れにあわせ駅前広場周

辺を防火地域に変更しています。

その後、商業地域や旧市内枢要部については防

火地域、近隣商業地域等には準防火地域を定めて

います。

計
防火
地域

準防火
地域

備　考

540.2
H29.3．7
市141号

5 駐車場整備地区

駐車場整備地区は、商業地域、近隣商業地域、

又は第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地

域若しくは準工業地域（これらの地域は政令で定め

る特別用途地区の区域内に限る。）とこれらの周辺

地区において自動車交通が著しくふくそうする地区

で、道路の効用を保持し、円滑な道路交通を確保

する必要があると認められる区域について定める地

区のことです。

この地区では、一定規模以上の建築物の新築又

は増築等をしようとする場合、条例に基づいて、駐

車施設を設けなければならないことになっていま

す。

地区名 決定年月日 面　積

JR奈良駅周辺地区 平成4年1月21日 約20ha
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■風致地区の指定面積（平成25年4月1日） (単位：ha)

6 風致地区

風致地区は、都市の風致を維持するために定め

る地区で、自然の緑を守り、付近の景観を重視し住

みよいまちづくりを目的として、建築物・工作物の建

設、土地の形質の変更、木竹の伐採などを規制し

ています。

奈良市には美しい景観を形成している環境が現

在も数多く残っていますが、このような場所で特に

保全していこうとする地区を「風致地区」として指定

しています。

開発する場合には自然の樹木や地形をいかした

ものとし、建築の外観については、日本瓦葺きの和

風建築物を原則とし、また周辺には植裁等を施すこ

とにより良好な風致景観を維持することに主眼を置

いています。

種　別 第一種 第二種 第三種 第四種 第五種 計
指定の趣旨

計 1,809.0 1,455.4 1,311.2 24.5 127.8 4,727.9

春 日 山 1,329.0 1,056.9 368.4 23.3 24.2 2,801.8
奈良公園及び周辺の風
致景観保存のため

佐 保 山 138.4 71.7 264.6 0.4 13.7 488.8 御陵風致保存のため

平 城 山 302.6 62.2 195.8 ------ 15.4 576.0
史跡及び御陵風致保存
のため

西 の 京 39.0 35.1 125.6 0.8 ------ 200.5 社寺風致保存のため

あ や め 池 ------ 13.8 324.9 ------ 74.5 413.2
良好な住宅地等の風致
保存のため

富  雄 ------ 215.7 31.9 ------ ------ 247.6 自然景観の保存のため
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■歴史的風土保存区域の指定面積（単位：ha）

■歴史的風土特別保存地区の指定面積（単位：ha）

7 歴史的風土特別保存地区

戦後の急激な都市化に伴い、奈良市にも宅地開

発の波が押し寄せ、昭和40年前後に京都、奈良、

鎌倉などの古都の景観を守ろうとする世論が高まり

ました。従来から文化財保護法、都市計画法、自然

公園法などに基づく各種の施策によって古都の景

観を保全してきましたが、それらに加えて、昭和41

年（1966年）1月13日に地方公共団体から国会・政

府に対する要望によって「古都における歴史的風

土の保存に関する特別措置法」が公布されました。

歴史的風土保存区域が指定され、このうち歴史的

風土の保存上枢要な部分を構成している地域を、

歴史的風土特別保存地区に定めています。

地 区 名 昭和57年10月30日変更

春日山 1,743

平城宮跡 919

西の京 114

計 2,776

地 区 名 昭和57年12月24日変更

春日山 1,329

平城宮跡 419

聖武天皇陵 5

山　　陵 17

唐招提寺 29

薬師寺 10

計 1,809

- 26 -



■生産緑地地区の指定面積

■土地区画整理促進区域の指定

8 生産緑地地区

生産緑地地区は、市街化区域内にある農地等に

ついて、その農業生産活動に裏付けられた緑地機

能に着目し、公害や災害の防止、都市環境の保全

などに役立つ農地等を計画的に保全し、農林漁業

と調和のとれたうるおいのある都市環境の形成を図

るため定める地区です。

生産緑地地区に指定されますと、農地等として管

理することが義務付けられ農地等以外の利用は出

来なくなります。

また、生産緑地地区に指定されてから30 年を経過

した場合や農業従事者が死亡した場合等には、市

長に対して、買取りの申出ができることとなっていま

す。

指定地区数 指定面積(ha) 告示年月日

面  積

備  考

664 117.32 平成4年12月25日 当  初

622 102.88 平成29年12月20日 最  終

決定年月日

JR奈良駅南土地区画整理促進区域 約１４．６ha 平成9年2月12日

3 促進区域

1 土地区画整理促進区域

土地区画整理促進区域は、大都市法により、大都

市地域内の市街化区域の住宅地の供給と良好な住

宅街区の整備を図るため定める区域です。

※大都市法：「大都市地域における住宅及び住宅

地の供給の促進に関する特別措置法」

名  称
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あやめ池遊園地跡地

■地区計画の計画内容
〈地区整備計画〉

地区方針に沿って詳しい計画を定めるのが、地区

整備計画です。

地区の状況や特性に応じて、次の項目のうち必要

なものを定めます。

〈地区方針〉

地区方針とは、地区を今後どのようなまちに育て
ていくかという、地区レベルでのまちづくりのビジョン
を定めるものです。

地区方針には、地区計画の目標、土地利用の方
針、地区施設の整備方針、建築物等の整備方針、
その他当該地区の整備・開発及び保全の方針を定
めます。

4 地区計画

1 地区計画

都市化が進むなかで、生活の質の向上や意識の

変化などにより、身近な環境に対する関心も年々高

まり、各地で住民参加のまちづくり運動が進められ

ています。このような中で、「地区計画」制度は、住

民と関係する権利者の話し合いで決めるまちづくり

のルールで、これに沿って宅地を造成したり、建物

を建てたり、道路を広げたり、緑地を残すなど、計画

的なまちづくりを進め、住みよい生活環境を守り、育

てていくものです。

地区計画は、〈地区方針〉と〈地区整備計画〉から
成り立っています。

地区施設の配置及び規模 

地区施設とは主として、地区住民の利用する区
画道路、小公園、緑地、広場、その他の公共空
地をいい、それらの位置や規模を定めます。 

建築物等の制限 

㋐ 建築物等の用途の制限 

㋑ 建築物の容積率の最高限度又は最低限度 

㋒ 建築物の建ぺい率の最高限度 

㋓ 建築物の敷地面積又は建築面積の最低限度 

㋔ 壁面の位置の制限 

㋖ 建築物等の高さの最高限度又は最低限度 

㋗ 建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限 

㋙ 垣又はさくの構造の制限 

緑地や樹林の保全 

現存する緑地や樹林を残すことを定めます。 

㋘ 建築物の緑化率の最低限度 

㋕ 壁面後退区域における工作物の設置の制限 
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■地区計画指定状況

建築物の
制限

形態
意匠

－ －

○ －

○

○

○ －

○

○ ○

○

○

○ －

○

○ －

○ ○

○ －

○ －

○ －

○ －

○

○ －

○

○ ○

○ －

○ ○

○ －

○
（一部）

－

○ ○

○ ○

○ ○

○ －

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

平成13年 5月15日

地　区　名  地区整備計画の内容

平成25年3月15日

約4.4ｈａ
(約4.4ｈａ)

平成28年12月20日

面　積
（地区整備面積）

最終告示日

約6.7ｈａ
(約6.7ｈａ）

平成15年 8月21日

条例（○は有り）

JR奈良駅周辺地区計画

近鉄西大寺駅北地区計画  用途、建ぺイ率、敷地面積、壁面の位置、形態・意匠

東登美ヶ丘一丁目地区計画  用途、敷地面積

約10.2ｈａ
（　－　）

昭和63年12月 6日

約4.2ｈａ
（約4.2ｈａ）

近鉄学園前駅南地区計画  用途、形態・意匠、地区施設（道路・緑地）

近鉄列車基地地区計画  用途、形態・意匠

約1.1ｈａ
（約1.1ｈａ）

平成 5年 5月25日

約10.4ｈａ
（約10.4ｈａ）

平成 4年12月25日

ならやま研究パーク地区計画  用途、壁面の位置、形態・意匠（広告物）、地区施設（道路）

大倭町地区計画  用途、地区施設（道路・公園）

約 5.9ｈａ
（約5.9ｈａ）

平成 8年 7月 1日

約4.6ｈａ
（約4.6ｈａ）

平成 8年 7月 1日

三碓五丁目地区計画
 用途、容積率、建ぺイ率、敷地面積、壁面の位置、最高高さ、
 形態・意匠、垣・さくの構造、地区施設（道路・公園・緑地）

三条通地区地区計画  用途、壁面の位置、形態・意匠

約5.9ｈａ
(約5.9ｈａ)

平成15年 8月21日

約3.9ｈａ
（約3.9ｈａ）

平 成 27 年 9月 9日

百楽園五丁目地区計画  用途、容積率、敷地面積、壁面の位置、最高高さ、形態・意匠

西大寺東町一丁目地区計画  用途、建ぺイ率、敷地面積、壁面の位置、最高高さ、形態・意匠

約0.9ｈａ
（約0.9ｈａ）

平成26年7月16日

約1.7ｈａ
（約1.7ｈａ）

平成15年 8月21日

富雄川西二丁目地区計画  用途、敷地面積、垣・さくの構造

登美ヶ丘北地区計画
 用途、容積率、建ぺイ率、敷地面積、壁面の位置、 形態・意匠、
 垣・さくの構造、地区施設（歩行者専用道路・歩道）

約4.2ｈａ
（約4.2ｈａ ）

平成15年 8月21日

約25.8ｈａ
(約25.8ｈａ)

平成18年 6月 8日

押熊町地区計画  用途、敷地面積、地区施設（道路）

北登美ヶ丘六丁目東地区計画  用途、敷地面積、形態・意匠（広告物）

約8.8ｈａ
（約8.8ｈａ）

平成20年 8月15日

約5.1ｈａ
（約5.1ｈａ）

平成23年5月10日

押熊町西地区地区計画  用途、敷地面積

登美ヶ丘駅周辺地区計画  用途、容積率、敷地面積、壁面の位置、地区施設（公共空地）

約2.3ｈａ
（約2.3ｈａ）

平成19年 3月 9日

約6.8ｈａ
（約6.8ｈａ）

平成17年 2月25日

リンクス東紀寺地区計画  用途、敷地面積、壁面の位置、最高高さ

東登美ヶ丘六丁目地区計画  用途、敷地面積、最高高さ

約1.6ｈａ
 (約1.6ｈａ)

平成18年 3月22日

約10.5ｈａ
(約10.5ｈａ)

平成26年12月10日

あやめ池遊園地跡地地区計画
 用途、容積率、建ペイ率、敷地面積、壁面の位置、最高高さ、
 形態・意匠、垣・さくの構造

鶴舞西町地区地区計画  用途、壁面の位置、最高高さ

約20.8ｈａ
(約20.8ｈａ)

平成24年12月 5日

約7.0ｈａ
(約7.0ｈａ)

平成20年4月14日

近鉄西大寺駅南地区地区計画  用途、敷地面積、壁面の位置、形態・意匠、垣・さくの構造

学研奈良登美ヶ丘駅西地区地区計画
 用途、容積率、壁面の位置、最高高さ、形態・意匠、
 垣・さくの構造、地区施設(公園・歩行者専用道路)

約6.1ｈａ
(約6.1ｈａ)

平成20年4月14日

約5.2ｈａ
(約5.2ｈａ)

平成21年12月4日

学研奈良登美ヶ丘駅西部住宅地地区計画
 用途、敷地面積、
 地区施設（公園・緑地・公共空地・歩行者専用道路）

二名町地区計画  用途、敷地面積、壁面の位置、形態・意匠、垣・さくの構造

約15.8ｈａ
(約15.8ｈａ)

平成21年12月4日

約2.1ｈａ
(約2.1ｈａ)

平成21年12月4日

押熊町北地区地区計画  用途、敷地面積、地区施設(道路・公園・調整池)

西大寺栄町地区計画  用途、容積率、壁面の位置、地区施設(道路)

約1.1ｈａ
(約1.1ｈａ)

平成26年12月10日

約1.8ｈａ
(約1.8ｈａ)

平 成 22 年 8月 3日

二名三丁目地区計画  用途、最高高さ、形態・意匠

秋篠町地区計画  用途、形態・意匠

約3.7ｈａ
(約3.7ｈａ)

平成23年5月10日

約1.3ｈａ
(約1.3ｈａ)

平成23年5月10日

赤膚町地区計画  用途、形態・意匠、樹林地保全

なら北法蓮町地区地区計画
 用途 、敷地面積 、最高高さ、地区施設(道路・歩行者専用道路・
 公園・調整池・防火水槽・ごみ置場・集会所用地)

約2.6ｈａ
(約2.6ｈａ)

平成23年5月10日

平成23年5月10日約2.0ｈａ
(約2.0ｈａ)

北登美ヶ丘生活拠点地区地区計画  用途、敷地面積、壁面の位置、形態・意匠、垣・さくの構造

宝来町地区計画  用途、最高高さ、形態・意匠

約4.7ｈａ
(約4.7ｈａ)

平成23年5月10日

約3.6ｈａ
(約3.6ｈａ)

平成23年12月7日

東登美ヶ丘五丁目地区計画  用途 、敷地面積 、最高高さ、形態・意匠

鶴舞東町地区地区計画
 用途、建ぺい率、敷地面積、壁面の位置、最高高さ、形態･意匠、
 垣･さくの構造、地区施設(道路・歩行者専用道路・緑地・公園)

約6.9ｈａ
(約6.9ｈａ)

平 成 24 年 8月 9日

約11.6ｈａ
(約11.6ｈａ)

計　　　（37地区） 約224.5ha (約214.3ha)

左京五丁目地区計画
 用途 、容積率、建ぺい率、敷地面積 、壁面の位置、最高高さ、
 形態・意匠

大宮通り交流拠点地区地区計画  用途、形態･意匠約3.2ｈａ
(約3.2ｈａ)

平 成 29 年 3月 7日
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